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はしがき 

 
第１次・第２次地方分権改革では、国と地方の関係を対等・協力の関係に変

えるという理念の下、地域が自らの創意と工夫により課題を解決するための制

度的基盤の構築が図られてきた。 
 平成２５年６月に「第３次一括法」、平成２６年５月に「第４次一括法」が成

立し、地方公共団体に対する事務・権限の移譲や義務付け・枠付けの見直し等

が進められてきた。 
さらに、地方の発意に根ざした取組を推進する新たな手法として、個々の地

方公共団体等から地方分権改革に関する提案を広く募集し、それらの提案の実

現に向けて検討を行う「提案募集方式」が平成２６年から導入された。 
「提案募集方式」による地方公共団体等からの提案等を踏まえ、事務・権限

の移譲や義務付け・枠付けの見直し等を一層推進するため、平成２７年６月に

「第５次一括法」、平成２８年５月に「第６次一括法」、平成２９年４月に「第

７次一括法」、平成３０年６月に「第８次一括法」が成立し、令和元年５月には

「第９次一括法」が成立した。 
 このような地方分権に関する種々の改革の進展や課題を視野に入れながら、

地方分権に関する基本問題について先進的かつ実践的な調査研究を実施するた

め、平成１６年度に本研究会を設置し、検討を重ねてきた。令和元年度におい

ては３回の研究会を開催しており、本報告書は、その成果をとりまとめたもの

である。 
 本報告書が、我が国の地方税財政を考える上での一助となれば幸いである。 
 なお、本研究会は、一般財団法人全国市町村振興協会と一般財団法人自治総

合センターが共同で実施したものである。 
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第１章

令和元年度調査報告





公共調達で犠牲になる「質」

西川雅史
青山学院大学

下準備

－3－



既存研究との違い

落札率の違いを分析する

工事成績 の違いを分析する
※特に「安かろう，悪かろう」仮説に注目す
る．すなわち，工事成績と落札率の関係

使用する用語
102

98

82

78
最低制限価格80

予定価格100

落札率＝0.82

最低制限価格率＝0.80
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工事成績
「工事成績評定」に関する要領などを策定す
ることが「入札契約適正化法に基づく適正化
指針」において求められている

公表済み 公表予定 未公表 未策定 未策定の割合

都道府県 46 0 1 0 0%

指定都市 13 0 0 0 0%

その他の市町村 650 213 730 1549 49%

平成16年3月末現在（H15年度）：国交省Web Site

落札率の現状
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約5兆円の公共投資で，5％の上昇は2500億円

落札率の分布（2014）
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落札率の分布（2017）
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落札率（2017年）

平均：93.1

中位：94.2

下位25％：90.8

上位25％：96.3

0

落札率（2017年）
2014年と2017年の全体像は「変化なし」

自治体の人口規模

市町村の人口規模と落差率2017
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総じて見ると，小規模団体ほど落札率は高い

落札率
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自治体の財政力指数総じて見ると，財政力が高いほど落札率は高い

市町村の財政力と落差率2017
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都道府県（市町村）での較差は10％？

落差率の都道府県較差
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地域差は談合の結果か？

Yesだけど・・・

指名競争入札

－10－



指名権の濫用
談合群 非談合群

談
合
群

+
6 +
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5 4 2 +
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3 5 2 3 +
5 4 2 4 4 +
2 3 1 5 2 7 +
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1 2 2 1 1 1 4 +

非
談
合
群

1 1 1 +
1 1 2 +

1 1 3 +
1 2 1 1 +

1 1 3 2 1 +
1 1 3 3 2 1 2 +

R町の落札率＝落札価格／予定価格
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一般競争入札

一般競争入札

－12－



官公需法

第三条　国等は、・・・予算の適正な使用に留意しつつ、
新規中小企業者をはじめとする中小企業者の受注の機会
の増大を図るように努めなければならない。・・・

制限付一般競争入札
指名競争入札，随意契約，総合評価落札方式

（地方自治法施行令第１６７条の５の２） 
普通地方公共団体の長は、一般競争入札により契約
を締結しようとする場合において、・・・当該入札
に参加する者の事業所の所在地又はその者の当該契
約に係る工事等についての経験若しくは技術的適性
の有無等に関する必要な資格を定め、・・・入札を
行わせることができる。

－13－



入札制度の実情
「予定価格」は品質を確保できる十分な高さに設定

「最低制限価格（調査基準価格）」を使って価格競
争を抑制し，品質を担保させる

「所在地要件」で地元企業へ配慮

「手持ち制限」で集中を排除（均整にばらまく）

「分割発注」で小規模事業者を優遇

複数の政策目的を調和させると，こうなるしかない・・・

ようは，私のこれまでの研究からの感触は，
金本良嗣（2005）「公共調達制度の課題」RIETI．
と大差はない．

また，
梶田真（1998）「奥地山村における地元建設業者
の存立基盤 島根県羽須美村を事例として 」『経
済地理学年報』44(4)，pp.79-88．
からの間接的影響が濃い．

官製市場（公共調達）は，競争性の引き上げを志向していない

－14－



・価格競争は避ける（しょうがない） 
・せめて品質は維持して欲しい

ある市の入札データ（工事請負）

2012年-2015年
（注意）
データの一部の正確性に留保があります． 
業務委託（コンサル）や物品購入を除いています．
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類似した先行研究

『公共調達に係る入札契約制度に関する報告』（山形県，H23）より『公共調達に係る入札契約制度に関する報告』（山形県 H23）よりりりり報告書では，工事成績と落札価格は関係ないという見解

価格と品質（S市）
落札回数
2回以上
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たしかに，工事成績と落札価格は関係なさそう
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価格と品質
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落札回数
6回以上

工事成績と落札価格には，負の相関があるかも？
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価格と品質
落札回数
10回以上

工事成績と落札価格には，負の相関がりそうだ！
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企業の入札行動のイメージ

工事成績

資金投入
＝入札価格

高生産性企業

低生産性企業

生産性の違い
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工事成績

最低品質

高品質

予定価格最低制限価格

勝てない

入札価格・品質の違い

工事成績

最低品質

高品質

最低制限価格

高生産性企業

低生産性企業

予定価格
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企業別の平均工事成績

最低品質

高品質

1最低制限価格率

企業別
落札率

低生産性企業

高生産性企業

企業別の平均
工事成績

最低品質

高品質

1最低制限価格率

企業別
落札率

低生産性企業だけが参加

－20－



工事成績

最低品質

高品質

1最低制限率

価格競争あり

参加制限強い
工事成績と価格（落札率）にはL 字の関係が発生しそう

価格と品質（再掲）

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

0.8 0.85 0.9 0.95 1

落札回数
6回以上

0.8 0.85 0.9 0.95

L字かな？？，少なくとも正の相関はないだろう
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検証すべき仮説

価格と品質には正の相関はない．

「安かろう，悪かろう」という見立ては，公
共調達では成立しない．

（意義）国交省は価格と品質の関係性を直視し，低価格競争を避
ける理由が，品質を維持するためではなく，中小企業政策である
ことを明示すべき．

注意事項

①制度変更 

②工種の違い 

③入札制度の違い（競争性と参加制限）

－22－



注意事項①②
50以上の観測値を含む工種のみ抜粋

工種 総計 A B C D E F 平成23年 平成26年

とび・土工 66 8 58 0.71 0.93

管 192 8 75 109 0.90 0.94

建築一式 219 4 36 174 3 1 1 0.89 0.93

電気 176 5 57 114 0.84 0.93

土木一式 473 55 171 236 10 1 0.86 0.90

舗装 125 6 46 72 1 0.83 0.89

全観測値 1325 79 419 810 14 1 2 0.86 0.92

工種と成績，年度の違い

注意事項②

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

5.00

0.820 0.840 0.860 0.880 0.900 0.920 0.940 0.960

は電気工事， は土木一式，灰▲は建築一式
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分析結果①②
配付資料

分析結果の要約

品質と落札率には「正の相関」はみられない．
※分析結果①②より 

指名競争入札は，品質を犠牲にしている．
※分析結果②より 

技術力は品質に影響を与えるが，その傾向は一般競争
入札において顕著．
※分析結果①②より

－24－



まとめ
公共調達では，価格（落札率）が高いだけではなく，品質（工
事成績）も犠牲になっている． 

高技術力と高品質の関係性は，一般競争入札において顕著． 

上記から，指名競争入札は品質を維持するために避けるべき 

官公需法（地元中小企業対策）の「コスト」を誰がどれくら
い払うべきなのかを議論するためにも「quality」を考慮すべ
き．

－25－



 

NOTE *=10% **=3% , ***=1%

 

 Model 1 Model 2 Model 3 Model 4 

Coef. Std. Err. P>z Coef. Std. Err. P>z Coef. Std. Err. P>z Coef. Std. Err. P>z 

 -0.825 0.574 -1.513 0.639 ** -0.034 0.556  -0.467 0.623  

 0.206 0.035 ***  0.202 0.037 *** 

=1 =0  0.250 0.075 ***  0.273 0.080 *** 

 0.001 0.001  0.001 0.001 * 

2012 4 2013 4 =1  0.191 0.098 *  0.154 0.099  

2013 5 =1  0.383 0.092 ***  0.371 0.096 *** 

=1  -0.540 0.166 *** -0.372 0.188 * 

 0.205 0.144  0.328 0.151 ** 

=1  -0.417 0.147 *** -0.435 0.147 *** 

=1  0.026 0.146  0.132 0.151  

 0.372 0.135 *** 0.468 0.141 *** 

=1  0.209 0.157  0.395 0.165 ** 

 1241 1241 1241  1241  

Wald chi2(12) Chi-square  2.06 93.98 ***  77.49 ***  165.68 *** *** 

Pseudo R2 0.0009 0.0455 0.0352  0.0853  

 

   

Coef. P>z Coef. P>z 

 0.4325  -0.7899  

 0.1044  0.2237 *** 

 0.0475 ** 0.0012 * 

2012 4 2013 4 =1  -0.1037  0.2602 ** 

2013 5 =1  0.2844  0.4183 *** 

 Yes Yes 

 428  813  

Wald chi2(12) 57.26 *** 103.33 *** 

Pseudo R2 0.0731  0.0704  

*=10% **=3% , ***=1%
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( )
1

1

•

•

– ….

•

•

•

•

2
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3

•
– benefit theory; benefit approach; benefit principle

– Theory-approach-principle

•
– : ?

– : ?

•

–
–

•

– 1992

–

4
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• 1990 2019 6 94
•

– 13

– 42
10

–
23 (2014)

–

•

•
– Seligman, E. R. A., 1908. Progressive taxation in theory and practice. Publication of the American Economic 

Association 9(1/2), 7-222. 

– Musgrave, R.A., 1959. The Theory of Public Finance: A Study in Public Economy. New York: McGraw-Hill 
Book Company, Inc. 

5

(1991) (1992) (1993) (1995)- (1996)
(1998) (1998)- (1998) (2002) (2002)

(2003) (2005) (2005) (2006) (2007) (2007)-
(2007) (2009) (2011) (2013)

(2014) (2014) (2015)* (2015) (2016)* (2017)***
(2018)* (2019)* (2019)* (2019)

(1992)- (1993) (1995) (1999) (2000) -
(2000) (2008) (2009)-

(2015) (2017)* (2019)

(1990) (1990) (1990)* (1990) (1993) (1993)
(1993) (1994) (1995) (1995) (1995) (1996)

(1997)* (1998)* (1998) (2001)- (2002)
(2003) (2003)* (2004)* (2005) (2007) (2007)
(2007) (2008) (2009)* (2009) (2010)* (2013)
(2013) (2013)* (2013)* (2015)** (2016)* (2016)*

(2016) (2016)* (2016) (2016)* (2017)* (2018)*
(2019)*
(1998)- 4 (2000) (2001) - 4

(2001)- 4 (2001) (2005)- 4
(2006) - 4 (2008, 2009)-

(2013)- 4 (2015) (2016)- 4
( ) (2018) (2019)-

6* ** ***
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2

• Classical view of benefit-based taxation ( )
– 1
– Benefit as ability: Ability is proportional to benefit
– (protection theory) Seligman 1908
– ( )

• Modern view of benefit-based taxation ( )
–
– Benefit as willing to pay
–

( )

7

1
• The subjects of every state ought to contribute towards the support of government, as nearly 

as possible, in proportion to their respective abilities; that is, in proportion to the revenue
which they respectively enjoy under the protection of the state. The expense of government 
to the individuals of a great nation, is like the expense of management of the joint tenants of a 
great estate, who are obliged to contribute in proportion to their respective interests in the 
estate. In the observation or neglect of this maximum consists, what is called the equality or
inequality of taxation. (emphasis added)

•
•

– Seligman 1908
– , 

1992

•
– 1990

– 2003

8
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• 24
• 4 22

•

9

(1993) (1994) (1995) (2000)
(2002) (2007) (2008, 2009)

(2009) (2010) (2013) (2013)
(2015) (2015) (2016) (2016)
(2016) (2016) (2017) (2017)
(2018) (2018) (2019) (2019)

4
(1990) (1994) (1998) (1998)
(2000) (2003) (2004) (2005, 

2013, 2013) (2005) (2006)
(2007) (2007) (2008) (2008)
(2009) (2011) (2013) (2016)
(2016) (2016) (2019)

1
• 1
– (1990) (1992) (1993) (1995) (1999)

(2000) (2001) (2003) (2007) (2008) (2013)- (2013)
(2016)

– 4

•
– ( )

, 1954.

– ( )
, 1968.

–
, 1979.

•
– Adam Smith has been claimed as a defender both of the benefit and of the faculty theory, both of the 

proportional and of the progressive doctrine. … A careful consideration of the general trend of his ideas 
must convince us that Adam Smith held in the main to the benefit theory and proportional taxation. 
(A)lthough he uses the word “ability” he immediately goes on to explain that taxation should be 
proportioned to the benefits received in the way of income. (Seligman 1908).
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Taxation is also a case of distributing common costs. The public expenditures which are to be 
financed by taxes cannot be specified for each individual; they represent services which 
benefit all citizens or at least a majority of them. Public expenditures are costs common to 
the satisfaction of certain needs of the members of society. We have seen that the money
value of these satisfactions is not equal for all, but is conditioned by factors the most
important of which objective advantage and economic capacity have a certain
positive correlation with income. By and large these values rise with higher income. 
(Page 221)
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Seligman (1908, page 79)

• The old doctrine of taxation was that of benefits. It held that taxes must stand in a definite 
relation to the advantages derived by the individual citizen. Since protection was generally 
regarded as the chief function of the state, the conclusion was drawn that taxes must be adjusted 
to the protection afforded. Taxes were looked upon as premium of insurance which
individuals paid to the collective insurance company – the state – in order to enjoy their
possessions in peace and security.

• The natural conclusion from this doctrine was proportionality of taxation. The larger a man’s 
property or income, the greater are the benefits that accrue to him from the protection of the 
state. An insurance company fixes its premiums in exact proportion to the value of the
property; for the value of the property determines the extent of the risk. So in the same way 
the state must charge for its activities and exertions, proportioning each charge to the amount of 
its efforts, and measuring the expenditure of the effort by the exact amount of the property or 
the income protected. The logically necessary outcome of this theory was declared to be the
proportional taxation of all property of income. 

• This conclusion, however, was first modified and then openly attached.   
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